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三
、
世
界
最
先
端
デ
ジ
タ
ル
国
家
の
創
造

　

生
産
年
齢
人
口
が
減
少
す
る
な
か
、
生
産
性
の
向
上

を
図
る
に
は
、
働
き
方
改
革
に
加
え
、
デ
ジ
タ
ル
化
に

よ
る
業
務
効
率
化
が
必
要
不
可
欠
で
あ
る
。

　

二
〇
一
八
年
六
月
に
「
世
界
最
先
端
デ
ジ
タ
ル
国
家

創
造
宣
言
・
官
民
デ
ー
タ
活
用
推
進
基
本
計
画
」
が
策

定
さ
れ
た
。
国
民
が
安
全
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
、
豊
か

さ
を
実
感
で
き
る
社
会
の
実
現
に
む
け
て
、
①
行
政

サ
ー
ビ
ス
改
革
、
②
地
方
の
デ
ジ
タ
ル
改
革
、
③
民

間
部
門
の
デ
ジ
タ
ル
改
革
、
④
デ
ジ
タ
ル
改
革
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
、
⑤
基
盤
技
術
、
人
材
育
成
、
体
制
拡
充
・

機
能
強
化
の
重
点
取
組
み
が
行
わ
れ
る
。
①
行
政
サ

ー
ビ
ス
改
革
で
は
、
従
業
員
の
社
会
保
険
・
税
手
続
の

デ
ジ
タ
ル
化
の
推
進
や
死
亡
・
相
続
、
引
越
し
な
ど
の

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
化
の
推
進
な
ど
が
実
施
さ
れ
る
。
③

民
間
部
門
の
デ
ジ
タ
ル
改
革
で
は
、
官
民
協
働
に
よ
る

行
政
手
続
き
コ
ス
ト
の
削
減
や
、
デ
ー
タ
流
通
環
境
の

整
備
、
デ
ジ
タ
ル
化
や
働
き
方
改
革
が
促
進
さ
れ
る
。

四
、
Ｒ
Ｐ
Ａ
に
よ
る
業
務
効
率
化

　

働
き
方
改
革
と
デ
ジ
タ
ル
改
革
が
追
い
風
に
な
っ
て
、

業
務
効
率
化
の
動
き
が
加
速
し
て
い
る
。
デ
ジ
タ
ル
化

や
Ａ
Ｉ
（
人
工
知
能
）、
Ｉ
ｏ
Ｔ
（
モ
ノ
の
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
）
な
ど
の
技
術
革
新
が
時
代
に
追
い
つ
い
て
き

た
の
が
理
由
で
あ
ろ
う
。
最
近
で
は
、
Ｒ
Ｐ
Ａ
（
ロ
ボ

一
般
会
計
歳
出
は
社
会
保
障
費
と
国
債
費
、
地
方
交
付

税
交
付
金
等
で
七
割
を
占
め
、
公
共
事
業
の
予
算
は
五

％
程
度
で
あ
る
。
ま
た
、
建
設
業
の
従
事
者
の
減
少
と

高
齢
化
も
問
題
視
さ
れ
て
い
る
。
建
設
業
就
業
者
は
一 

九
九
七
年
に
は
六
八
五
万
人
だ
っ
た
が
、
二
〇
一
三
年

に
は
四
九
九
万
人
と
、
一
八
六
万
人
（
二
七
％
減
）
も

減
少
し
て
い
る
。
就
業
者
の
三
四
％
が
五
五
歳
以
上
で
、

二
九
歳
以
下
は
一
〇
％
と
高
齢
化
も
進
ん
で
い
る
。
今

後
は
、
国
や
自
治
体
の
予
算
と
建
設
業
就
業
者
の
動
向

を
見
な
が
ら
、
社
会
資
本
の
老
朽
化
対
策
を
行
っ
て
い

く
こ
と
に
な
る
。

二
、
働
き
方
改
革
関
連
法
の
成
立

　

日
本
は
、
人
口
減
少
・
少
子
高
齢
化
に
伴
い
生
産
年

テ
ィ
ッ
ク
・
プ
ロ
セ
ス
・
オ
ー
ト
メ
ー
シ
ョ
ン
）
と
い

う
言
葉
を
耳
に
す
る
こ
と
が
増
え
た
で
あ
ろ
う
。

　

Ｒ
Ｐ
Ａ
は
、
ロ
ボ
ッ
ト
に
よ
る
業
務
自
動
化
で
あ
る
。

Ｒ
Ｐ
Ａ
の
二
時
間
の
作
業
は
、
人
間
の
六
〇
時
間
の
作

業
に
匹
敵
す
る
と
言
わ
れ
て
い
る
の
で
、
作
業
時
間
の

削
減
と
品
質
の
向
上
が
期
待
で
き
る
。
ロ
ボ
ッ
ト
は

二
四
時
間
稼
働
な
の
で
、
人
間
が
介
在
し
な
く
て
も
、

夜
間
・
土
日
も
稼
働
す
る
た
め
、
残
業
時
間
が
削
減
さ

れ
る
。
人
的
ミ
ス
が
防
止
さ
れ
、
単
純
作
業
の
品
質
向

上
に
つ
な
が
る
。

五
、
Ｒ
Ｐ
Ａ
に
よ
る
業
務
効
率
化
を

　
　

実
現
す
る
た
め
の
課
題

（
一
）
業
務
の
見
直
し
（
Ｂ
Ｐ
Ｒ
）
が
成
功
の
カ
ギ

　

Ｒ
Ｐ
Ａ
に
適
し
た
業
務
は
、
定
期
的
に
発
生
す
る
大

量
な
単
純
作
業
、
繁
忙
期
に
集
中
す
る
業
務
、
時
間
外

に
発
生
す
る
業
務
、
業
務
手
順
が
明
確
な
業
務
、
電
子

化
さ
れ
て
い
る
デ
ー
タ
を
扱
う
業
務
な
ど
で
あ
る
。
具

体
的
に
は
検
索
、
集
計
、
抽
出
、
入
力
、
出
力
、
照
会

な
ど
で
あ
る
。

　

Ｒ
Ｐ
Ａ
を
成
功
さ
せ
る
に
は
、
Ｂ
Ｐ
Ｒ
が
重
要
で
あ

る
。
業
務
プ
ロ
セ
ス
に
問
題
が
あ
る
か
ら
非
効
率
を
引

き
起
こ
し
て
い
る
の
で
、
Ｂ
Ｐ
Ｒ
を
行
っ
た
上
で
、
Ｒ

Ｐ
Ａ
を
導
入
す
べ
き
で
あ
る
。

（
二
）
Ｒ
Ｐ
Ａ
の
選
定

　

日
本
で
導
入
可
能
な
Ｒ
Ｐ
Ａ
は
多
数
存
在
す
る
。
Ｒ

齢
人
口
の
減
少
が
見
込
ま
れ
て
い
る
。
働
き
方
の
ニ
ー

ズ
が
多
様
化
し
て
お
り
、
電
通
の
過
労
死
事
件
を
契
機

に
、
働
き
方
改
革
が
進
展
し
て
い
る
。
二
〇
一
八
年
六

月
二
十
九
日
、「
働
き
方
改
革
を
推
進
す
る
た
め
の
関

係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
」
が
成
立
し
た
。
二
〇 

一
九
年
四
月
一
日
（
中
小
企
業
は
二
〇
二
〇
年
四
月
一

日
）
か
ら
は
、
時
間
外
労
働
の
上
限
規
制
（
原
則
月
四 

五
時
間
、
年
三
六
〇
時
間
）
が
導
入
さ
れ
る
。
ま
た
、

年
次
有
給
休
暇
の
確
実
な
取
得
が
必
要
と
さ
れ
る
。
二 

〇
二
〇
年
四
月
一
日
（
中
小
企
業
は
二
〇
二
一
年
四
月

一
日
）
か
ら
は
、
同
一
企
業
内
に
お
い
て
正
規
雇
用
労

働
者
と
非
正
規
雇
用
労
働
者
の
間
で
基
本
給
や
賞
与
な

ど
の
待
遇
差
が
禁
止
さ
れ
る
。

Ｐ
Ａ
は
組
織
的
な
活
用
を
見
据
え
た
サ
ー
バ
型
と
、
個

人
単
位
で
利
用
可
能
な
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
型
の
製
品
に
大

別
で
き
る
。
小
規
模
で
始
め
る
に
は
、
ラ
イ
セ
ン
ス
追

加
で
拡
張
可
能
な
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
型
の
方
が
良
い
だ
ろ

う
。
本
格
的
な
効
率
化
を
目
指
す
に
は
、
セ
キ
ュ
リ
テ

ィ
も
一
元
管
理
の
サ
ー
バ
型
の
方
が
良
い
だ
ろ
う
。
削

減
時
間
と
Ｒ
Ｐ
Ａ
の
コ
ス
ト
を
比
べ
て
、
費
用
対
効
果

を
み
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
ま
た
、
操
作
し
て
み
て

使
い
や
す
い
も
の
、
導
入
条
件
が
企
業
に
合
っ
た
も
の

を
選
ぶ
こ
と
も
重
要
で
あ
る
。

（
三
）
体
制

　

誰
が
Ｒ
Ｐ
Ａ
シ
ナ
リ
オ
を
デ
ザ
イ
ン
し
維
持
管
理
す

る
か
は
重
要
で
あ
る
。
従
業
員
で
す
べ
て
行
う
の
が
理

想
的
だ
が
、
そ
の
た
め
に
は
Ｒ
Ｐ
Ａ
の
教
育
が
必
要
に

な
る
。
人
材
育
成
の
費
用
対
効
果
も
考
え
て
体
制
を
敷

く
べ
き
で
あ
る
。
ベ
ン
ダ
ー
が
初
期
設
定
を
す
る
と
し

て
も
、
対
象
業
務
の
特
定
や
業
務
の
見
直
し
は
従
業
員

主
導
で
い
く
べ
き
で
あ
る
。

（
四
）
Ｒ
Ｐ
Ａ
の
精
度

　

Ｒ
Ｐ
Ａ
に
エ
ラ
ー
は
発
生
す
る
。
Ｐ
Ｃ
内
の
自
動
の

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
・
ス
キ
ャ
ン
や
タ
イ
ム
ア
ウ
ト
値
の
設

定
ミ
ス
で
も
作
業
は
止
ま
る
。
Ｐ
Ｃ
の
入
替
え
で
画
面

の
大
き
さ
が
変
わ
っ
て
も
、
覗
き
に
い
く
ウ
ェ
ブ
サ
イ

ト
の
画
面
の
背
景
の
色
が
変
わ
る
だ
け
で
も
作
業
は
止

ま
る
。
導
入
の
際
に
は
詳
細
な
こ
と
ま
で
検
討
し
、
エ

ラ
ー
を
未
然
に
防
ぐ
努
力
を
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

一
、
社
会
資
本
の
老
朽
化

　

今
後
、
社
会
資
本
の
老
朽
化
が
深
刻
な
課
題
と
な
る
。

欧
米
諸
国
に
比
べ
て
遅
れ
て
い
た
日
本
の
社
会
資
本
は
、

多
く
の
公
共
事
業
に
よ
り
充
実
し
た
。
し
か
し
、
こ
れ

か
ら
は
、
建
設
後
五
〇
年
以
上
経
過
す
る
施
設
の
割
合

が
高
ま
っ
て
い
く
。
二
〇
二
三
年
に
は
、
道
路
は
四
三

％
、
ト
ン
ネ
ル
は
三
四
％
、
河
川
管
理
施
設
は
四
三
％
、

港
湾
岸
壁
は
三
二
％
と
な
る
。
社
会
資
本
の
長
寿
命
化

を
図
る
た
め
に
、
戦
略
的
に
維
持
管
理
・
更
新
す
る
こ

と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　

社
会
資
本
整
備
に
は
お
金
が
か
か
る
が
、
日
本
の
財

政
は
厳
し
い
。
国
の
財
政
の
半
分
は
赤
字
国
債
で
賄
わ

れ
て
お
り
、
累
積
債
務
は
増
え
る
一
方
で
あ
る
。
国
の

デ
ジ
タ
ル
改
革
時
代
の
業
務
効
率
化
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